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税務情報 

国税庁 － 帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置に関する
Q&A等の公表 

2022年度税制改正では、国税通則法の改正により、記帳水準の向上に資する観
点から、記帳義務の適正な履⾏を担保し、帳簿の不保存や記載不備を未然に抑
⽌するため、過少申告加算税・無申告加算税（以下、「過少申告加算税等」）の加
重措置が講じられました。 

具体的には、申告所得税、法人税・地⽅法人税及び消費税の税務調査において、
税務職員から「売上げ（業務に係る収入を含みます。）に関する調査に必要な帳
簿」の提示等を求められ、かつ、次のいずれかに該当する場合には、帳簿に本来
記載等すべき事項に関する申告漏れ等に対して課される通常の過少申告加算税
等の割合が 10％又は 5％加重されることとなりました。 

 帳簿の提示等をしなかった場合： 過少申告加算税等の割合が 10％加重され
る。 

 帳簿への売上⾦額の記載等が、本来記載等をすべき⾦額の 2分の 1未満だっ
た場合： 過少申告加算税等の割合が 10％加重される。 

 帳簿への売上⾦額の記載等が、本来記載等をすべき⾦額の 2分の 1以上 3分
の 2未満だった場合：過少申告加算税等の割合が 5％加重される。 

これを受け、国税庁は 10月 28日、本加重措置に関する以下の Q＆A等を公表
しました。 

【Q＆A】 

■ 帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置に関する Q&A（PDF 

614KB） 

この Q&A（全 15ページ）は本加重措置の概要や適⽤上の留意点等を以下の全
20問の Q&Aを通じて解説するものです。 

 制度の概要（Q1～Q4） 

• 対象となる者・「売上げ（業務に係る収入を含みます。）」の範囲（Q5～Q7） 
• 帳簿の範囲（Q8～Q11） 

• 帳簿の不提示・不提出（Q12～Q14） 
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• 帳簿の記載等が不十分である場合（Q15～Q18） 

• 加重対象となる非違の範囲（Q19、Q20） 

【リーフレット】 

■ 申告漏れがあった場合には・・・ 

売上げに関する帳簿を作成・保存していない事業者の⽅は加算税が重くな
ります（PDF 365KB） 

このリーフレット（全 1 ページ）は本加重措置の改正内容、対象となる事業者
及び対象となる帳簿について簡潔に説明するものです。 

【事務運営指針】 

 「法人税の過少申告加算税及び無申告加算税の取扱いについて」等の一部改
正について（事務運営指針） 

 「申告所得税及び復興特別所得税の過少申告加算税及び無申告加算税の取
扱いについて」の一部改正について（事務運営指針） 

 「消費税及び地⽅消費税の更正等及び加算税の取扱いについて」の一部改正
について（事務運営指針） 

これらの改正事務運営指針は 10月 25日付で発遣されたもので、本加重措置に
係る国税通則法の改正が反映されています。 

*** 

本加重措置は 2024 年 1 月 1 日以後に法定申告期限が到来する申告所得税、法
人税・地⽅法人税、消費税について適⽤されます。（申告期限のない還付申告に
ついては、2024年 1月 1日以後に還付申告をした場合について適⽤されます。 
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